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R．フィッシャーによる使用価値説批判
大 野 文 子
（1）貸借対照表評価問題に対するR・フィッシャー
　の基本的な立場
　R．ブイツシヤーは設備財の評価にかんする自説を展開するにさきだっ
て，この問題をめぐる当時の支配的な見解すなわちH・v・ジモンらの説く
使用価値説を批判的に検討しているが，この批判は，静態的な貸借対照表
観の後退と動態的な貸借対照表観の生成にとっていかなる役割を果したか．
　わたくしはこの小稿ではこうした問題を念頭におきながら，R・ブイツ
シャーの貸借対照表評価に対する基本的な立場をかえりみることから出発
して，かれの使用価値説批判を概観し，若干の論評を試みたいと思う．
　周知のようにR．ブイツシャーは貸借対照表評価問題を考察するにあた
って，商人の会計的慣行の尊重という「存在論的な立場」1）から出発して，
ほぼ半世紀にわたる価値論争の全体を複式簿記を基本とした貸借対照表の
成果計算目的にかかわる問題として把握し，統一的に説明することを求め
た．貸借対照表評価問題を簿記的な認識によって説明しようとすること，
それがこの問題に対するR・ブイツシャーの主要な一課題であったという
ことは，基本的に重要である．
　R．フィッシャーは，かれの著作のうちでももっとも著名な第二主著
「貸借対照表価値原理」（Uber　dic　Grundlagen　der　Bilanzwerte，1908）
の冒頭でつぎのようにのべている．すなわち，
　「貸借対照表によって表示される商人の営業財産の価値の研究に従事す
る人は誰でも，明らかにこれらの価値が簿記と密接な関係にあるというこ
とを認識できるであろう．それら（＝半製品と完成品）は原材料の取得原
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価と……生産過程で発生した諸費用……によって評価される．……（これ
に対し）これらの対象物（＝いわゆる設備財）は，おそらくその調達年度末
には最高限取得原価で評価され，これに対し次年度の貸借対照表において
は取得原価を減少させ，それICよって生ずる残余額をもって示される．」2）
　こうした認識はすでに第一主著「貸借対照表価値論」（Die　Bilanzwerte，
was　sie　sind　und　was　sie　nicht　sind，　Teil　I・1905，　Teil　II・1908．）
に明確にうちだされているが，さらにまた第三主著「商法による帳簿の記
入と貸借対照表の作成」　（BuchtUhrung　und　Bilanzaufstellung　nach
Handelsrecht　1913）にも糸匿承されている．そこでまずこの簿記的な認識
とはいかなる内容を含むものであるか，第二主著によりながらそのいうと
ころを概観しよう註）．
（註）最初の大作「貸借対照表価値論」・は，第1・H部をつうじて従来の貸借対
照表価値論争の批判的な検討を主眼としており簿記的な認識を基礎として貸借
対照表項目を統一的に説明することに力点がおかれる3）．しかも，E．シユマー
レンバッハもこの著作に対する「書評」の中で指摘しているように4），第1部
の貸借対照表借方項目にかんする論述では，R．ブイツシャーの主要な関心事は
「第五章，使用財の評価」にあり，その点で当面の問題に限定していえば第一
主著によりながら考察をすすめる方が適切であるといえよう．しかしながら設
備財の評価にかんする所説を全体としてみるならぽ，簿記的な認識とならんで
かれの所説において重要な地位を占めているもう一つの問題すなわち経営財務
政策的な配慮としてのいわゆる流動性の問題がとりあげられなければならない．
第一主著では流動性の問題にかんする考察はその片隣をのぞかせているだけで
あり，体系的な考察はみられない．例えば第E部の貸借対照表貸方項目にかん
する論述の「第8章」，S．74において，かれは配当可能利益の指標としての
貸借対照表上の利益算定の問題をとりあげ，それとの関連で流動性の問題に若
干ふれている5）．しかしながら第1．H部の全体をつうじて，この問題にかん
する論述はきわめて断片的である．そしてこの問題は，新たに第皿部としてそ
の執筆が予定されていたにも拘わらず，未完のままに終っている．
　また第三主著「商法による帳簿の記入と貸借対照表の作成」は，「ライプツィ
ヒ大学創立500年記念ライプツィヒ法曹会祝賀記念論文集」（Festschrift　der
Juristischen　Gesellschaft　in　Leipzig　zur　soo　jahr三gen　Jubelfeier　der　Universitat，
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Leipzig）に収録された論文を基礎としたものである．第三主著の主題もまた，
独立の評価という思考を基礎とする従来の貸借対照表価値説を否定し，貸借対
照表の目的をもって簿記の取得原価を基礎におく成果計算と解する立場を簡
潔・明瞭に表示することにある6）．この著作は前半の「簿記及び貸借対照表にか
んする一般的な規定」S．1～S．4と後半の「株式会社の貸借対照表」S．5～S．7に
大別される．とりわけその前半部には，簿記的な認識という問題にとって興味深
いいくつかの論述がみられる．例えば，かれの所説においては簿記的な認識と
いう問題はきわめて重要な意味をもちながらも，上記二つの主著のいずれにお
いても複式簿記にかんする論述はどちらかといえば散在的であるが，この第三
主著の前半においてかれの簿記観が「§1．簿記の意義」と題して比較的まとま
った形で示されている．また，二つの節にわたって「商人の慣習による貸借対
照表の作成」と「法規による貸借対照表の作成」という問題が対照的にとりあ
げられ，当時の通説に対するかれの主張が両者の比較によって展開されている．
しかしながら流動性の聞題にかんしていえば，ここではさほど明確な論理づけ
はみられない．
　簿記的な認識と流動性への配慮という二つの問題は，一般に指摘されるよう
にたんに評価問題のみならずかれの貸借対照表論全体の基本的な支柱をなすも
のとしてその所説の顕著な特微となっている．そしてこうした問題がもっとも
理論的・体系的に説明されていると思われるのは，第二主著である．そこで本
稿では第二主著によりながら当面の問題を考察することにした．
　周知のようにこの著作は　前半「貸借対照表の回顧的目的　成果計算」
と後半「回顧的成果計算における予見的要素」という二つの部分から構成
され，二段構えの論理構造をとっている．
　きわめて大まかにいえば前半部では，かれはまず商人の会計的慣行によ
れぽ貸借対照表価値は簿記の原価を基礎とするという認識から出発し，従
来の貸借対照表価値問題の批判的な検討をつうじて，簿記を基本とした貸
借対照表の目的を成果計算として措定する．かれによれば貸借対照表価値
問題はこうした簿記を基本とした貸借対照表の成果計算目的にかかわる問
題であり，貸借対照表価値問題の全体は成果計算という視点から統一的に
把握されなければならない．後半部では，かれは簿記の貸借対照表の成果
計算目的を前提とした上で，さらに現実の貸借対照表作成実務には特別に
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注目されるべき経済的な考量が介入しているという認識から出発する．か
れによれば，ここにいう経済的な考量とは将来発生するかもしれない損失
を企業の経営財務政策的な立場から配慮し，こうした予見的な要素を現在
の成果計算に算入しようとすることを意味する．そしてかれは，予見的な
要素の成果計算への算入の際にはさまざまな原則が作用するが，とりわけ
重要な最高の原則は流動性の原則であるとみ，流動性の見地から貸借対照
表論を展開するのである．そこでR．ブイツシャーによれば，貸借対照表
作成実務はすぐれて体系的な成果計算法としての複式簿記を基本とし，流
動性への配慮によって饗導されるものとみなされる．
　こうした二段構えの論理構造をどのように解すべきであるかということ
はしぽしぼ問題になるところであり，それをめぐってR．ブイツシャーの
所説に対する評価もまたさまざまである．しかしながらこうした問題にた
ち入ることは本稿の直接的な課題ではないのでさけることにしたい．そし
てここでは簿記的な認識も流動性への配慮もR．ブイツシャーの場合いず
れも商人の会計的慣行として統一的に把握されている点を確認し7），その
点を念頭におきながら，当面の課題である簿記的な認識という問題を前半
部の論述を中心としてもう少しみてみよう．
　R．フィッシャーが貸借対照表価値問題を考察するにあたって最初に起
提した問題は，　「§1．貸借対照表価値を評価理論の一般的な原則に帰する
ことは可能であるか」という問題であった8）．
　従来商法上（及び株式法）の貸借対照表規定を解釈する場合，一般に商
法上妥当とされる貸借対照表の目的は基本的には財産計算にあり，評価規
定はこの財産計算の真実性一たとえそれが絶対的な真実性という名目で
あれ相対的な真実性という名目であれ一T一にかかわる問題であるという認
識から出発して，貸借対照表価値としてはいかなる価値が妥当するかとい
うことが問われてきたのである。このような従来の一般的な見解に対し，
R・ブイツシャーは商人の会計的慣行の尊重という立場から貸借対照表価
値問題に接近した．かれによれぽ，現実の貸借対照表作成実務は商人の会
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計的慣行として広く流布し定着化している複式簿記を基本としており，貸
借対照表価値は簿記の原価を基礎におく．したがって従来の所説のように
何らかの一般的な経済学的な価値概念をもって貸借対照表価値の成立を説
く見解，すなわち「独立の評価の原則」（das　Prinzip　der　selbstandigen
Bewertung）をその立論の基礎とする見解は，商人の会計的慣行として成
立している現実の貸借対照表作成実務と著しく背反しているといわなけれ
ぽならない．かれはこのような立場から上記のような問題を提起したので
あった．
　ところでかれによれぽ，貸借対照表評価問題にみられるこうした慣習は
時としてはきわめて簡略に取扱われ，十分吟味されていないけれども，い
かなる詳細な説明をも必要とはしないほど「重大な意義」をもっており，
評価問題にみられる「商人的な慣習の基礎」としての商人の複式簿記実践
を軽視することはできない9）。貸借対照表評価問題を商人の会計的慣行に
即して考察しようとするならぽ，さしあたり総括的にいうべきことは，
「貸借対照表価値の成立は簿記から，しかも簿記からのみ説明されなけれ
ばならない」10）ということ，これである．
　それではR．ブイツシャーによれぽ，貸借対照表価値の成立の基礎とな
る簿記と簿記を基本とした貸借対照表とはいかなるものとして説明されて
いるか．R．フィッシャーの簿記と貸借対照表にかんする原理的な考察は，
「§2．収支による成果計算」から「§4．貸借対照表に対する財産目録作成
の関係」まで三つの部分にわたって展開されている．
　R・ブイツシャーは，　「収支による成果計算」では簿記を基本とした貸
借対照表の目的を成果計算として措定することの正当性をかれがより単純
な成果計算法として規定した収支計算法との対比において論証することに
力点がおかれている註）．
（註）　R．ブイツシャーは「収支による成果計算」の冒頭でつぎのようにのぺて
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いる．
　「周知のように貸借対照表の目的は，商業経営によって生ずる商人の利潤を
確定することである．この課題が貸借対照表によってどのように果されるかを
理解するためには，簿記と貸借対照表の個々の技術に周熟せざるをえないであ
ろう．しかしながら商人簿記の広大な領域に足をふみ入れるにさきだって，あ
らゆる人が特別な予備知識がなくても会得しうる収益計算法すなわちぢ収入と
支出の対照による収支計算に接近することがのぞましい．」11）
　上記のように，R．フイツシャーの場合収支計算法は貸借対照表の成果計算
目的の妥当性を証明するために同一目的をもつ他の成果計算法として引きあい
にだされている12）．すなわち貨幣信用の発達した経済の下では，収支計算法は
期間計算の立場から一定の超えがたい限界をそれ自体内包するものであり，貸
借対照表はこの「収支による成果計算」との対比において「より高度な完全
な」成果計算法として把握されているのである．したがってそこでは後のE．
シュマーレンバッハにみるような収支計算と貸借対照表との一元的な構造的関
連はみられない．R．ブイツシャーにとっては，貸借対照表価値問題を商人の
会的計慣行の尊重という立場から簿記の貸借対照表の成果計算目的にかかわる
問題として把握することにより，財産価値・財産評価という視点から貸借対照
表価値問題を解放すること，それが当面の課題であった．そして収入と支出，
費用と収益というような動的貸借対照表にとって基本的な諸概念を明確化し，
それを基礎として体系的なビランツシエマーを展開することは，シュマーレン
バッハの拾頭を侯たなければならなかったのである．
　かれによれば，収支計算法は成果計算法のもっとも単純な形態であり，
ごく自然的なものとして多くの所得税法でも規定されていることからジー
般に唯一の，固有な成果計算法であるかのようにみなされがちである13）．
収支計算法は，ある期間内に発生したあらゆる取引が同一期間内にすべて
現金収支として解消するということを前提としている．しかしながら貨幣
信用の発達により，取引の発生の事実と現金収支化との問には一般に期間
的な乖離がみられるのであり，収支計算法はそのために決算期において体
系的・全面的な修正を必要とする．とはいえこの修正は，収支計算法が本
来的に上記のような前提に立脚する以上，一定の限界を含むものであ氏
一それを超えることは不可能である14）．そこで収支計算法に代るべき他の方
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法が求められなければならないが，それこそ人々が正当にも「均衡の方法
法」とよぶものすなわち商人貸借対照表である15）．
　§2，においては，簿記を基本とした貸借対照表の成果計算目的の妥当性
が，かれが成果計算のもっとも単純な形態とみなした収支計算法との対比
において検討されたのに対し，「§3．貸借対照表は商人の成果計算書であ
る」においては，貸借対照表の計算構造を複式簿記との関連で解明するこ
とによって，その正当性を論証することに主眼がそそがれる16）．
　かれはまず，商人はその営業を財政的に管理するために営業成果にかん
する計算を必要としており，そのため「この数百年来の商人の古き慣習」17）
として貸借対照表によって毎年一回成果計算を行う，という認識から出発
する．ついでかれは，§2で主張したような収支計算法の貸借対照表に対
する位置ずけを前提として，さらに若干たち入って収支計算法の実際的な
適用の可能性という問題を検討する18）．そしてかれは，営業財産にかかわ
る取引を収支計算法によって把握することは困難であり，複式簿記をもっ
てそれに代るべき成果計算法として規定する．かれによれば，企業の営業
財産は営業所有者自身が所有する自己財産と外部から調達された他人財産
に大別されるが，個々の財産の構成部分は不断に相互に交替し，その形態
を変えながら資本として循環する．期末決算にあたりこうした「永続的な
循環」の過程の中に留まる営業財産の増減を把握し，利潤を確定するため
には，より高度で完全な成果計算法が必要であり，その要求に呼応して商
人簿記制度が育成され発展してきたのである19）．
　簿記を基本とした貸借対照表の目的が正確な成果の算定にあるとすれば，
貸借対照表項目もまた「唯一の，正当な商人の成果計算計数を意味」2°）し，
それは「数百年間にわたって検証を経た商人の成果計算制度」21）にかかわ
るものとみなされなければならない．そこで貸借対照表評価問題もこのよ
うな視点から把握されるべきであり，「独立的な，それ故にまた簿記の計
数を無視した評価方法は，成果計算の唯一の正しい方法を没落せしめる」22）
ことになるのである．そしてかれは§3．をつぎのような言葉をもって結ぶ。
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すなわち
　「素人であっても何よりもまず貸借対照表の場合には成果計算が問題で
あり，成果計算は商人にとって不可欠なものであり，貸借対照表的は方法
とは別な方法は拒否されるということに注意するならば，実務に縁遠い人
もまた，唯一の正しい成果計算上の数字として簿記が与えてくれる原価数
字に注意せざるをえないであろうし，そして簿記計数が貸借対照計数とし
て継続されるということを法規もまた否定しないであろう．」23）
　§3．においては，R．ブイツシャーは複式簿記を体系的で完全な成果計
算法として規定し，複式簿記との関連で貸借対照表の計算構造を捉えるこ
とによって，貸借対照表の成果計算目的の妥当性を説き，これにより貸借
対照表評価問題を成果計算目的にかかわるものとして認識した．「§4．貸
借対照表の財産目録に対する関係」では，かれはこのことを前提としてさ
らに評価問題にたち入り，一般に従来の所説においてはその立論の前提と
して独立の評価という原則がうちたてられているが，それは何故であるか
を問い，その理由を解明することによってこの原則を否定することに主眼
をそそぐ24）．
　一一般に決算貸借対照表を作成する場合，決算予備手続の段階で期間計算
の立場から財産目録が作成され，帳簿在高と実際在高との比較照合が行わ
れ，両者の間に乖離があれぽ前者は後者によって修正される．R・ブイツ
シャーはこの場合作成される財産目録を「原始的な財産目録」とよび25），か
れが「回顧的成果計算における予見的要素」において問題とする財産目録と
区別する．かれによれば，この「原始的な財産目録」の目的は「決算書を作
成する場合に原価の範囲を吟味し統制すること」26）にあり，それ以外のも
のではありえない．なるほど決算貸借対照表を作成する慣習が定着化して
以来，経済的な知識や経験の増大，純財産．純利益概念の明確化への努力な
どによって，財産目録それ自体も深化．発展をとげてきた．しかしながら
その本質は，基本的には体系的な成果計算法としての複式簿記との関連で
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規定されるべきであり，その第一義的な目的は上記の如きものとして措定
されなければならない．そこで「原始的な財産目録」は，当該計算期間の
終りに期間中においては記録計算の外部におかれており，それ故に表示さ
れない状態のため失われた金額の減少分を査定すること，換言すれぽ，不
一致となった費用計算を再び一致させるという課題を果すべきであったし，
現になおもその課題を果すべきである」27）ということになる．そして貸借
対照表評価の場合には独立の評価という原則を基礎とするという考え方は，
こうした「原始的な財産目録」の本質や目的を誤解していることに帰因す
．るのである．
1）飯野利夫「会計上の保守主義について一一R・ブイッシャー解釈への一つの試
　み　　」（一橋論叢，第22巻，第4号，23頁．），同「フィッシャー学説の展望
　　　その学説史上の地位について　　」（会計57巻，2号，23頁．）
　　一般にR．ブイツシャーの所説は「存在論的な立場」に立脚しているといわ
　れるが，こうした問題について堀りさげた論考を展開しているものとしてしぼ
　しぽ引きあいにだされるのは，飯野教授の前掲二稿であろう．
　　前老の論稿は，R．ブイッシャーの減価償却論を手がかりとして，簿記計数に
　基礎をおく費用平均原則と経営財務政策の指標としての流動性原則の関連を問
　い，これを媒介としていわゆる保守主義というものを会計理論上どのように位
　置づけるかという問題に力点をおく．そこでは飯野教授はR，ブイッシャーの
　貸借対照表の基本構造を重視され，費用平均原則を最高原則として理解されて
　おられる．このことは，浅場教授の指摘されるところによれば，戦後の日本の
　企業会計制度の第一展開期における「企業会計原則の確立，企業会計の計算構
　造の純粋な形成という課題が作用していたと考えられるのである．」（浅場二郎
　「ドイツ会計学序説」197頁，41年．森山書店．）その点でこの論稿はきわめ
　て現実な意味をもつものといわなければならないが，その中で例えば飯野教授
　がっぎのようにいわれるとき，そこにはR．ブイツシャーの所説を「存在論的
　な立場」として把握される飯野教授の基本的な理解が前提となっているのを，
　われわれは窺い知ることができる．すなわち，
　　「彼R．ブイッシャーが先ず企図したのは，このやうに自らが観念的に作りあ
　げた規範にしたがってそのための抽象的な価値基準や，会計原則を措定するこ
　とではなくて，それよりは寧ろ，一般にひろく行われて居る会計実務を凝視し
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て，その意味を読みとり，その底に流れる理論を帰納的に抽き出さんとした」
（同31頁．）
　後者の論稿は，まさにその表題が示すようにR．ブイツシャーの所説をドイ
ツ会計学説史とりわけ動態論の生成との関連で検討し，その意義を明らかにす
ることに焦点がおかれている．そしてわれわれはそこに飯野教授のR．ブイツ
シャーの所説に対する基本的な理解がいっそう明白に示されているのをみるこ
とができる．
　そこでこの論稿では飯野教授は当面の問題についてどのようにのべておられ
るか，概観ずることにしたい．
　教授はまず問題展開の糸口をP．ミュソヒのR．ブイツシャーに対する論評に
求められ，かれの著作が論争の書であると評されるのは何故かという問題から
出発され，つぎのようにいわれる．「一般にあるものが，polemischeであり，
あるいはまたstreitutsitigであると称せられるためには，何よりもまず，それ
に対立する何ものかが存在し，しかも自らそのものに対して，積極的に何らか
の反抗を示して居なければならない．しからば彼フイツシャーの理論に対立
し，あるいはまた彼が意識的に敵対を予定するものとは一体何なのであろう
か．」（同30頁．）飯野教授によれば，それはR．ブイツシャーの先学達の貸借対
照表に対する研究であり，R．ブイツシャーはこの点で先学に対する「反逆児」
と呼ばれるが，それは何故であるか．「われわれはこの問題に答えるために，
ブイッシャーの貸借対照表に関する理論を展開し，彼に先立つ人々の諸説をか
えりみ，さらに他の諸論者の所説の要点をのべつつ，ブイツシャー説の特異性
を画き出してみよう．」（同31頁．）
　教授はまず，R．ブイツシャー学説生成の基盤であった当時の貸借対照表価
値論争を概観され，この問題に対する当時の論者の所説との関連でR．ブイツ
シャーの所説の特異性を問われ，それを会計問題に対する方法論であるとさ
れ，っぎのようにいわれる、すなわち「彼は現実に存在する会計実務の認識を
起点としてそこから出発する．彼にとっては彼に先立つ数多くの法律家達がこ
ころみたように，経済規範として過去数百年もの間，ひろくしかもながく継承
されてきた商人的慣習を無視することはたえがたき苦痛であり，それどころか
彼はかかる立場に立つ限り，問題の正しい解決は到底不可能であるとまで確信
するに至った．真実なるものは存在するものの中にのみ存在する．現実認識を
はなれて正しい理論を樹立することは不可能事に属する．これこそ彼にとって
の基本的な命題であり，また彼の信念でさえあった．かくて彼はその理論形成
の方法について，彼に先立つ人々とは全く対照的な立場1，c立っ．」（同23頁．）
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　飯野教授によれば，一般に理論形成の方法には二つの立場があり，その一つ
は「在存論的な立場」として「すでに存在するものの中から，その背後にひそ
む統一的な理論を帰納．抽出」（同33頁）する立場であり，他の一つは「規範
的なもの」として「それとは全く無関係に，何よりもまず自らの主観によって
ある一つのノルムを設定し，その立場からそれに適する一定の価値概念乃至は
価値法則を積極的に形成せんとする」（同33頁．）ものである．そして教授はRフ
ィッシャーの所説が前者であることを指摘され，つぎのようにいわれる．すな
わち「彼が貸借対照表学説，したがってまた価値論を展開するにあたって，先
づ問題としたのは，何等の先入観をもつことなく，また何ものにもとらわれる
ことなしに，過去数百年もの問行われてきた会計技術に関する商入的慣習を，
卒直にあくまでもそれを純粋経験の形でうけいれ，これを意味付け，その意味
を理解することであった．」（同34頁．）
　さらに飯野教授によれば，R．ブイツシャー一のこのような立場によって貸借対
照表論は「方法論的に一大転換」（同35頁．）をとげ，以後貸借対照表問題は経
営経済学上の問題として展開されることになる．そして飯野教授はR．フイツ
シャーを「貸借対照表論を法律との関連において展開した最後の人であり，こ
れに簿記技術的観点や経営経済学的観点より徹底せるメスを入れた最初の人」
とされる．（同35～36頁．）
　っいで教授は「このことをより詳細に説明するために，われわれは以下，こ
のことに必要な限りでのブイツシャー学説の鳥敢図を画いて見よう」（同36頁）
といわれ，およそ二つの問題を中心として検討される．第一は，R．ブイツシ
ャーの貸借対照表論ないしは貸借対照表価値論にかんする概観に相当する部分
であり，貸借対照表の「回顧的な」成果計算目的と予見的要素の介入による流動
性原則という二つの支柱を中心に組みたてられるR．フィツシャーの基本的な見
解を概述される．第二は．R．ブイツシャーの貸借対照表論の正確な理解の上
で，さらに価値論争のもっとも主要な問題であった設備財の評価にかんするR．
フィッシャーの所説を検討され，それをつうじて結論的につぎのようにいわれ
る．「ブイツシャーはかくて，経済規範の域にまで昇華して居る商人の会計
的慣習の中に沈潜して，これに即しつつ，しかもこれを基点として，従来の数
多くの価値学説を批判しこれを真正面から否定して，大胆にも従来ほとんどそ
の先例をみなかったような異例な方法，すなわち，簿記技術に立脚して，貸借
対照表論を展開する．貸借対照表価値論についても，他の人々が企てたよう
に，アプリオリーに一つの立場から積極的な価値学説を樹立せんとするのでは
なくて，現存在を凝視することから得た簿記数字に基礎をおく価値論に準拠し
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　ながら，かえって貸借対照表論争展開の原動力となった資産評価論を否定する
　に至った．」（同45頁．）
2）　R．Fischer，　Ober　die　Grundlagen　der　Bilanzwerte，1908，　s．3．
3）　R．ブイツシャーは最初の大作「貸借対照表価値論」（Die　Bilanzwerte，　was
　sie　sind，　und　was　sie　nicht　sind，　Teil　L　1905，　Teil　II・1908・）の序文の中であ
　らかじめつぎのようにのべ，貸借対照表価値問題を簿記的な認識によって解明
　することに力点がおかれていることを明らかにしている．
　　　「この文献が，貸借対照表価値，それが何でありまた何でないか」という名
　称をもっているとき，このような命名を付すことは一般的な見解すなわち一般
　的法律的な見解に対立する私の立場をこの表題の下で示そうという目的で行わ
　れる．法律家達はごく少数の例外を別とすれば，商人の営業財産の価値を確定
　する場合，簿記的な認識なしですますことができるものと考えている．
　　わたくしは法律家的価値，まさにこの価値に実務上一般に使用されている価
　値を対立させたのである．」（Teil　I・Vorw・s・V～VI・）
　　　「わたくしはr貸借対照表価値論』の第ll部においても第1部と同様に，こ
　の概念の中にしのび込んでいる誤謬を明白にすることを求めたのである．……
　わたくしが目的としたのは，貸借対照表価値にかんする領域は欺隔と誤謬にみ
　ちたものとなっているが，この領域に対してでぎるだけ確実な概念的な基礎づ
　けをし，共働的に作用している簿記と経済にかんする諸要素をさし示し，そし
　てそこからいかにして貸借対照表価値が実務上発展してきたかを証明すること
　である．」（Teil　II・Vorw・s・VII・）
4）　E．schmalenbach，　zeitschrift　fur　handelswissenschaftliche　Forschung・2Jah－
　rgang，1907／08，　s・78・
5）　R．Fischer，　Die　Bilanzwerte，　Teil　II，　s．398．
6）　R．Fischer，　BuchfUhrung　und　Bilanzaufstellung　nach　Handelsrecht，　Vorw．1．
7）　R．ブイッシャーは「貸借対照表価値原理」をつぎのような言葉をもって閉
　じている．
　　「全論述の成果はつぎのように締結される．貸借対照表価値は営業上の配慮
　という観点の下に作成される商人の成果計算であり，流動性はその指導的なモ
　チーフを形成する．しかしながらこの予見的要素の特徴は回顧的な成果計算の
　基礎を決してぬぐいさるものではなくて，貸借対照表は今日まで適正で真実な
　成果計算に留まる・」（s・84・）
8）　R．Fischer，　Uber　die　Grundlagen　der　Bilanzwerte，　s」，
9）　R．Fischer，　a．a．0．，s．3．
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R．Fischer，　a．a．O．，s．6．
R．Fischer，　a．a．0．，s．6．u．12．
R．Fischer，　a．a．0．，s．7．
R．Fischer，　a．a．O．，　s．8～9．
R．Fischer，　a．a．0．，s．9．
R．Fischer，　a．a．0．，s．10ff．
R．Fischer，　a．a．0．，s．10．
R．Fischer，　a．a．0．，s．1L
R．Fischer，　a．a．O．，s．13．
R．．Fischer，　a．a．0．，s．14．
R．F三scher，　a．a．0．，s．14．
R．Fischer，　a．a．0．，s．14．
R．Fischer，　a．a．0．，s．16．
R．Fischer，　a．a．0りs．16．
R．Fischer，　a．a．0．，s．17．
R．Fischer，　a．a．0．，s．16．
R、Fischer，　a．a．0．，s．17．
（2）　R．．フィッシャーの使用価値説批判概観
　R．フィッシャーが設備財の評価にかんする自説を展開するために最初
に取組んだ問題は，上記のような貸借対照表価値問題に対する基本的な認
識から出発して，この問題をめぐる当時の支配的な見解とりわけH．v．ジ
モンらの説く使用価値説を批判的に検討し，いかなる点が問題とされるべ
きかを明らかにすることであった．しかるにR・フィツシャーがもっとも
直接的な論敵とした使用価値説は，法規が真実な価値として規定した客観
的売却価値に対する実践の側からの反論を契機としているために1），かれ
の使用価値説批判もまたおのずから客観的売却価値説に対する検討にも及
ぶものであった．この点で一般的にいえぽ．かれの貸借対照表評価問題批
判は「二重の論争」を惹起したのであった2）．
　そこでまずR・ブイッシャーの使用価値説批判を概観するにさきだって
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使用価値説の批判の対象となった客観的売却価値説に対するR・ブイッシ
ャーの見解を，「貸借対照表価値原理」の「§8商法に対する40条の関係，
普通ドイツ商法31条の形成史」によりつつ明らかにすることから出発し
よう註）．
　（註）問題の客観的売却価値説はおよそつぎのような内容と問題点を含むもので
　　あった．
　　　（1）普通ドイツ商法31条が評価の一般原則として規定する価値をもって，客
　　観的売却価値を意味するものとみなすことについては，異論がないわけではな
　　い．例えば，後のH．V。ジモンやE，シュマーレンバッハはこの問題についてお
　　よそつぎのように説いている3）．すなわち31条の規定は一見したところきわ
　　めて曖昧で不明瞭であり，そのため31条の実質的な内容をめぐってさまざまな
　　論争が展開されている，しかしながらこの法典制定のため開催されたニュルン
　　ベルグ委員会の議事録によって当時の様子を推察すれば，31条は必ずしも客観
　　的売却価値を規定したものとはいいがたい，31条はむしろ評価の際にしたがう
　　べき一一nc的な勧告として，その実質的な内容は商人の会計的慣行ないしはその
　　総括的な表現である正規の簿記の原則にゆだねられるぺきものと解されなけれ
　　ばならないと．かれらがこうした見解を採るのは，それなりの意味をもちまた
　　一定の現実的な効果もあるのであるが，わたくしはここでこの問題にたち入る
　　ことはさけて，評価の一般規定の解釈に対してはこうした見解があることを指
　　摘するに留めたい．問題の31条が貸借対照表価値論争の基点となり，その後それ
　　がどのような形で展開され，その過程で31条についてはどんな解釈が下される
　　ようになったとしても，31条は確定的な規範として伝統的な複式簿記の原価と
　　著しく対立的な売却時価を規定したものであり，また規定せざるをえなかった
　　とみなされなければならない4）．
　　　（2）31条の規定する客観的売却価値は，債権者保護という名目の下に資本充
　　実原則の具体的な内容として定められたものであった．一般に商法計算体系の
　　説くところによれば，債権担保としての財産の維持・保全は基本的には統財産
　　にこれを求めなければならず，この純財産が配当可能利益として配分される
　　ことはできるだけ阻止されなければならない5）．ところでこの純財産を算定す
　　る場合には資産の範囲とその評価が問題になるが，とりわけ評価に際しては未
　　実現利益の計上をさけなければならない．客観的売却価値説は，上述のように
　　企業の清算売却を仮定し全財産の換金化を予想するが，通常継続企業におい
　　てはこのような換金化はありえず，それはあくまで観念的な問題であるといわ
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　　なければならない．そこで1870年代中葉より法規に対する実践の側からの反
　　論として，客観的売却価値で継続企業の財産を評価するとすれば，未実現利益
　　の計上によって債権老の利益が侵害され，商法計算規定の論理に背反すること
　　になるはずであると説かれた．それにも拘わらずこうした客観的売却時価が規
　　定されたのは，もっとも直接的には当時しばしばみられた乱立的な泡沫会社の
　　設立と破産という現実を背景として，破産時に債権者の利益を最低限度保障し
　　うる途を構じなければならないという特別な配慮に基づくものであった．そし
　　て一そう根本的にはこの配慮は，後進国ドイツの株式会社が独占生成期の前後
　　において資本某中機構としての役割を果たしていくために必要とした企業金融
　　の問題にその根源を有するものであった6）．
　　　（3）客観的売却価値説の下では，商法上妥当とされる貸借対照表の目的は静
　　態的な財産計算にあり，歩べての財産は債務弁済力を表示するものとみなされ
　　る．したがってそこではまた，設備財の貸借対照表価値を決定するにあたって
　　は，その使用または利用によって生ずる債務弁済力の指標としての売却価値の
　　減少が顧慮されるべきであり，実物評価法が採用されることになる．そしてこ
　　の客観的売却価値は，商法上妥当する唯一の真実な価値としてたんに過大評価
　　の禁止のみならず過少評価の禁止をも含む「絶対的な貸借対照表真実性」の原
　　則に立脚するものであった7）．
　まずかれによれぽ，評価の一般原則として31条が規定する「価値」と
しては，貸借対照表価値論争の過程でそれがどのように解釈されてきたに
せよ，法規の形成史に照らして厳格に解釈するならぽ，当初は客観的売却
価値を規定したものとみなされなけれぽならない8）．その理由は，法規の
形成史が教えるところによれぽ，第一にニュルンベルグ委員会の構成員の
三分の二以上は商法学者達によって占められ，31条の審議は終始かれら
の意見を中心として進められたからである．かれらは商人の会計的慣行を
顧慮することなく，自己の直接的な経験にのみ基ずいて評価基準の問題を
考察し，ほN：’つぎのような見解に到達したのである．すなわちかれらの経
験的な判断によれぽ，貸借対照表価値を決定する場合一方ではその過大評
価を，他方ではその過少評価を求める二極の相反的な利害関係者があり，
この抗争的な利害の対立を最終的に解決するためには全財産の換金化が必
要であり，この要求を満たす評価基準としては客観的売却価値でなければ
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ならない．第二にこの会議に参加した比較的少数の商人の意見が，事実上
ほとんど無視されざるをえないような状況に加えて，商人自身もまた商法
学者達のいう客観的売却価値が現実に何を意味するかを知らなかったし，
またそれを検討するのに十分な機会もなかったということである9）．
　かれはこうした理由ずけによって31条にいう価値を客観的売却価値を
意味するものとし，それに対しておよそつぎのように論評する．客観的売
却価値説は，すでにみたように貸借対照表価値問題を経済学的な価値をも
って解明しようと試み，その立論の基礎的な前提として独立の評価という
原則をうちたてる10）．このような見解が商人の会計的慣行と著しく背反し，
評価基準として保持しがたいことは明白である．しかるに客観的売却価値
を規定した評価の一般原則は，商法改正においてもなんら実質的な内容の
変更を伴うことなく，若干字句の修正を加えただけで40条としてほkhそ
のまx継承されているのである11）．しかもこの規定は，後のH．v．ジモン
らが説くように評価の際に顧慮すべきたんなる一般的な勧告ではなくて，
本来確定的な規範として当初はもとより今もなお抱来力をもつものとみな
される12）．なるほど改正ドイツ商法は一方ではその38条に新たに正規の
簿記の原則を導入し，貸借対照表の作成は簿記の記録を基礎とする旨規定
している．正規の簿記の原則が独立の評価という原則と相容れないことは
自明であり，それは商人の会計的慣行を法制化したものとして一般的な妥
当性をもっている．しかしながら他方では評価の一般原則は独立の評価と
いう思考を基礎とし，従来より確定的な規範として定められているために，
この二つの規定は相互に矛盾しているといわなけれぽならない13）．
　それではR・ブイツシャーは使用価値説に対してはいかなる批判を展開
するか．つぎにみてみよう註）．
（註）問題の使用価値説とはいかなる内容と問題点を含むものであるか．その主
　要な主張者であるH・v・ジモンの所説によりながら，この問題について一考す
　れば，およそつぎのようにいえるであろう14）．
　（1）H．v．ジモンは設備財の評価問題を考察するにあたり，この問題にかんす
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る当時の支配的な見解すなわち評価の一般規定に依拠する客観的売却億値説と
実践との乖離という事実認識から出発した．かれはこの認識を前提として1884
年の株式法の評価にかんする個別規定に対して一般的な妥当性を認めることに
よって法解釈をつうじて実践を是認しようとした．そして個別的使用価値説は，
このような意図の下に展開された評価学説であった．
　（2）この場合かれはまず1873年の判決例，商人の伝統的な複式簿記実践及
び法典編寡史などを法解釈の根拠として引きあいにだしながら，問題の31条を
白紙規定と解し，客観的売却価値をもって法規の規定する真実な価値と解する
ことは不当であるとし，31条の実質的な内容は商人の会計的慣行にゆだねられ
るべきものとした15）．
　（3）かれが設備財の評価にかんして是認しようとした会計的慣行として念頭
においたのは，原価マイナス減価を基礎とする減価償却実践そのものであっ
た．しかしながらかれは，減価償却の問題を投下資本ないしは投下資本回収計
算の問題として把握し，原価の期間的配分という視点から論理づけることはで
きなかった．信用の側からの制約の下に，かれは法制上妥当とされる貸借対照表
の本質を財産一覧表と解し，債権担保としての純財産の維持・保全という立場
から未実現利益の排除を説き，財産評価・財産価値の真実性を主観的真実性に
求めた．しかもかれは改正商法において新に導入された正規の簿記の原則と過
大償却に対する株主の取消請求権限定規定によりながら，過少評価の問題につ
いては自説の転換を試み，主観的．絶対的な貸借対照表真実性の理論から主観
的・相対的な貸借対照表真実性の理論へと移行したにもかかわらず，依然とし
て貸借対照表の目的を財産計算に求めたのであった16）．
　（4）そこでかれは，一方では客観的売却価値説に対する批判の結果到達した
結論として，31条の実質的な内容を商人の会計的慣行にゆだねられるべきもの
であるとしつつも，他方ではこの批判からさらに貸借対照表価値としてはいか
なる価値が妥当するかを問い，価値概念の一般的な規定から出発してつぎのよ
うな命題を樹立しなければならなかったのである．すなわち「貸借対照表価値
にとって決定的なものでなければならない価値を，個人的価値とよびうる，それ
は個別的使用一または個別的取引価値である．」17）ここにいう個別的使用価
値とは，企業がその財を長期にわたる使用または利用の目的で所有し，その欲
望を間接的に充足する場合もたらされる効用であり，それはまた経営価値とよ
ばれる18）．そしてかれによれぽ，この個別的使用価値（＝経営価値）は年々そ
の利用または使用によって減少してゆくと考えられるので，貸借対照表を作成
する場合この個別的使用価値の減少が顧慮されなければならない．それではこ
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の個別的使用価値ないしはその減少分はいかにして測定されるか．H．v．ジモ
ンはこの問題に直接応えることなく，設備財の貸借対照表価値は原価マイナス
減価を示すものであるというにすぎない19）．
　前述のように，R・ブイッシャーが「貸借対照表価値原理」の中で設備
財の評価問題について論じているのは，もっとも直接的にはその後半部
「回顧的成果計算における予見的要素」の「§IL使用財の評価」におい
てである20）．§llはきわめて大まかにいえぽ前後二つの部分に大別され
る．前半はこの問題をめぐる当時の一般的な見解に対する具体的な批判・
検討を内容とし，また後半はそれを前提としたうえで自説の展開にあてら
れている．かれの言葉を借りれば，総じて前半は「減価償却とは何でない
か」という問題に，後半は「減価償却とは何か」という問題に集約され
る21）．そして当面の問題である使用価値説批判が展開されているのは前半
であるが，そこでは「§1．貸借対照表の回顧的目的成果計算」における論述
とりわけすでにみたような§1から§4にわたって示された貸借対照表
にかんする原理的な説明がその伏線となっている．これに対して後半では
「回顧的成果計算における予見的要素」，とりわけかれがその支配的な原理
としてすえる流動性の原則が基軸となっている．そこでさしあたり§llの
前半部を中心としてR．フィツシャーの使用価値説批判を概観することに
しよう．
かれはまず使用価値説についておよそつぎのようにのべている．
　一般に貸借対照表の権威者として認められているH．v．ジモン及びライ
シュ＝クライビッヒらの説くところによれぽ，「使用財は使用価値によっ
て評価されるべきはずであり，使用財に対して減価償却が行われるのはそ
れが消耗されるからである．」22）かれらは評価問題を考察する場合，「価値
の本質に関する一般的な説明より出発し，・・…・科学としての国民経済学上
の原則の中に貸借対照表上の価値を洞察し23）」，国民経済上の価値問題が
貸借対照表上の価値問題に適用されると考える．このことは，かれらが評
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価原則は貸借対照表上の価値の場合にも国民経済学上の価値の場合にも真
実性を保持するので，いずれの場合にも同一でなければならないというこ
とをその前提においていることを意味する24）．
　一般に物の使用能力と利用能力（Gebrauchs－und　NUtzungsfahigkeit）
ないしは使用性と利用性（Brauchbar－und　NUtzbarkeit）とは，その物
を使用することによってその物の所有老にもたらされる「経済的な便益
（die　wirtschaftliche　Vorteile）」を意味し，それらに相応する価値が「使用
価値」または「利用価値」とよぼれる25）．かれらはこうした意味での設備財
の使用価値を貸借対照表価値と同一視することによって　「減価償却によ
って使用財の減少が計数的に表示されるはずであるが故に，減価償却が行
われるはずである」26）と考える．こうした考え方が成立するとすれぽ，そ
こにはつぎのような前提すなわち「（設備財の）取得年度における当初の
帳簿価値によってその物の当初の使用価値が表現されるはずである」27）と
いう前提がなければならない．そしてかれらはこのような前提から出発し
て，一定時点における設備財の貸借対照表上の計数は，当初取得価値を以
て表示された使用価値の残余額を示すものであり，減価償却額というもの
は減少した使用価値分であり，　「使用価値の減少が減価償却の直接的な原
囚である」28）と主張する．そしてかれらがこうした見解を採るのは，商人
の会計的慣行に対して十分な配慮を欠くからであり，それによりわれわれ
とは別様な見解に到達しているのである．
　このような使用価値説に対してR・ブイツシャーが呈示した命題は・つ
ぎのようであった．すなわち
　「使用能力の減少は減価償却の直接的な原因ではなくて，簡接的な原因
にすぎない．」29）
　すでにみたような簿記的な認識を基礎として，この命題の前半部すなわ
ち「使用能力の減少は減価償却の直接的な原因ではない」ということを論
証すること一使用価値説批判の焦点はまさにこの問題に向けられた，
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　R．フィッシャーにょれば，すでにみたように使用価値説は貸借対照表
評価問題を解明する場合，貸借対照表上の価値の真正性と国民経済学上の
価値の真正性とはいずれも同一であるという前提から，価値概念の一般的
な解明より出発し，個別的使用価値という概念を貸借対照表価値の決定に
適用しようとする．しかしながら商人の会計的慣行に即して「貸借対照表
価値の成立を簿記から，しかもそれのみから説明しようとする」ならぽ，
「それ（＝貸借対照表価値の真正性）は財にかんする一般的な考察の場合
にみるような結果からえられる（国民経済学上の価値の）真正性と共通性
を有することを必要とはしない．」30）
　使用価値説はまた上記のような前提の必然的な結果として，設備財の取
得年度の帳簿価格がその財の当初の使用価値を表現し，一定期間経過後の
設備財の帳簿価格は取得当時の利用価値の減少に直接的に対応すると考え，
減価償却をもってそのための手続であるとみなしている31）．とはいえ貸借
対照表を作成する場合設備財について一般に問題になることは，その財の
調達費用を「合目的な方法」で取扱うことである32）．そこで使用価値説は，
減価償却にかんするつぎのような基礎的な事実すなわち「あらゆる使用財
はその使用期間の終りにいたって始めてその利用能力の点で現実的な損失
をこうむるものであり，その結果使用価値の減少というものは，その利用
期間についてみれば概してごく少額を，問題にすること，それに対して一
般に減価償却は年々行われ，しかも通常大抵は均分に減価償却されるので
ある」33）という事実を見落している．
　使用価値説の信奉者達が上記のように主張するのは，貸借対照表価値の
問題を簿記の問題として把握せず，その成立を国民経済学上の理論を援用
することによって説明しようとするために，貸借対照表価値の確定は何ら
かの独自の評価を基礎とすると考えるからである．そして独自の評価とい
う思考は，すでにみたように「原始的な財産目録」の本質を誤解すること
に帰因する．
49
む　す　び　に
　以上，R．ブイッシャーの貸借対照表価値問題に対する基本的な立場と
それを基礎として展開される使用価値説批判について概観した．これまで
みてきたようなR．フィツシャーの所説は，一般に簿記を基本とした貸借
対照表の第一次的な目的を成果計算として措定し，混乱をきわめた評価問
題を簿記の貸借対照表の成果計算目的にかかわるものとして把握すること
によって財産評価・価値評価という思考を排除し，取得原価主義を貸借対
照表の計算構造との関連でうちだしたという点で，ドイツにおける初期動
態論者として高く評価されている34）．
　R．フィッシャーに対するこのような一般的な評価は一応は認められる
べきであるとしても，しかしながらここで注目したいのは，R．ブイツシ
ャーは設備財の評価問題にかんする自説を展開するにさきだって，なぜ使
用価値説批判から出発したか，ないしはかれはなぜ貸借対照表評価問題を
簿記から説明しそれにより財産評価・価値評価という思考から評価問題を
解放しようとしたか，という問題である．
　ドイツ独占の確立期において一定の制度的な保障の下に促進された過大
償却；秘密積立金形成実務の広範な普及によって，従来公表会計制度にお
いて支配的であった「絶対的な貸借対照表真実性」の理論はその現実的な
意義を失い，　「相対的な貸借対照表真実性」の理論がそれにとって代っ
た35）．　「相対的な貸借対照表真実性」の理論は，当時のドイッの独占的株
式会社が資本集中機構として存続し発展してゆくために，過大償却・秘密
積立金形成実務を“健全な財務政策”の指標として合理化し推進するに必
要とした公表会計制度上の理論であった．しかしながらたとえ「相対的な
貸借対照表真実性」という名目であっても財産計算・財産価値評価という
視点から，　「1マルク・100％減価償却」にみられるような意識的に行わ
れる極端な貸借対照表非真実実務の普及という現実を，十分説明し尽くす
ことは困難であり，またこのような価値論はこうした実務を容認しそれを
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さらに推進するのに著しい栓桔となっていること一，この現実こそ，か
つて公表会計制度上の理論として一定の役割を果した静態的な財産計算原
理が成立しうる経済的な基盤の実質的な崩壊につながるものであった．そ
して過少評価・過大償却合法論の展開を中心的な内容とする「相対的な貸
借対照表真実性」の理論が浸透してゆく過程で，今や独占的な株式会社にと
って従来の資本金損傷禁止配当限定制を基軸とした静態的な財産計算体系
にとって代るべき新しい理論を，公表会計制度上の理論として樹立するこ
とが必要であった。すなわち過大償却実務を中心として推進される「秘密
積立金の存在を隠蔽し，これを合理化するために制度上公然のものとする
会計方式」36）が新たに要求されるにいたったのである．こうした会計方式
を構築しようとする試みは，すでに拙稿37）で示唆したように，さしあたり
財産とその評価ないしは財産計算・価値評価の真実性という論理の，過大
償却・秘密積立金形成実務に対する抱束性を打破する途を求めることから
開始しなけれぽならなかった．R．ブイツシャーの「簿記を基本とした原
価価値説」38）という論理の展開は，財産・価値の概念に代ってこうした実
務を是認しうる方向を模索した一つの過程であったといえるであろう．そ
してかれが評価問題を考察する場合使用価値説批判から出発しなけれぽな
らなかったのは，まさにこのような事情に起因するといえるであろう．
　なるほどH．v．ジモンは，過大償却・秘密積立金形成実務を一連の規定
によって制度的に保障する途を開いた1897年のドイツ商法の改正に伴な
い，その主著「株式会社と株式合資会社の貸借対照表」を改訂した．そし
てかれは過大償却違法論から過少償却違法論へと自説を転換し，絶対的な
貸借対照表真実性の理論から相対的な貸借対照表真実性の理論に移行した．
それにより設備財の価値の評価とその真実性という理念は事実上無意味と
なり，またかつては一定の限界はあるとしてもそれなりの現実的な役割を
果した使用価値説は，もはやその意義を失わざるをえなかった．しかしな
がらそこでもなお，たとえ名目的なものであり実質的な意味・内容をほと
んど喪失しているとはいえ，H．v．ジモンはなお依然として設備財の価値
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評価を論じ，使用財は使用価値によって評価され，減価償却は使用価値の
減少を測定する手段であると説いた．そしてかれは，この使用価値がいか
にして決定されるかという現実問題になると，財産貸借対照表観・貸借対
照表上の財産・価値；国民経済上の財産・価値という論理展開をそれれ以
上に展開しおしすすめることはなく，それは原価マイナス減価であると説
くにすぎなかった．
　R．ブイツシャーは，H．v．ジモンのこのような使用価値説に対しつぎ
のように論評する．すなわち
　　「ジモンは，　（減価償却問題において設備財の）取得原価をその財の利
用可能な期間に適当に配分するという理念を主張する．ただかれは一残
念ながら一その個人的な価値の理論によって，この理念に対し適切な概
念的な把握をすることからそれ，それをはぽまれている．」39）
　そこでR．フィッシャーは，すでにみたように貸借対照表価値問題を考
察するにあたっては　「§1，貸借対照表価値を評価理論の一般的な原則に帰
することは可能であるか」という問題を最初に提起したのであった．そし
てかれはまず「貸借対照表の価値の成立を簿記から，しかも簿記からのみ
説明しよう」といい，商人の会計的慣行の尊重・体系的な成果計算法とし
ての複式簿記・複式簿記の貸借対照表の成果計算目的の高揚・「原始的な
財産目録」による原価の範囲の決定と統制という論理展開によって，資産
概念をもってきわめて素朴ながら投下資本の観点から把握し，評価問題を
簿記の貸借対照表の成果計算目的にかかわるものとして認識し，財産評価・
価値評価という思考から評価問題を解放したのであった．ついでかれはこ
うした立場から設備財の評価にかんする自説を展開するにさきだって，ま
ず「減価償却とは何でないか」という問題＝＝使用価値説批判から出発し，
この批判をつうじて減価償却問題を基本的には原価の期間的な配分にかか
わる問題として把握したのである．
　一般に収支計算から出発し，費用。収益の期間的な対応と原価の期間的
な配分という思考を前提とする動態的な損益計算原理の下では，期間損益
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の算定は原則として簿記の数値を基礎として行われる仕組みになっている．
そこで損益計算の結果は一見客観的な信愚性と確実性を保持するかの如き
観を呈し，またそのように説かれるのである．しかしながらそこにはさま
ざまな恣意性が，とりわけ期間費用の帰属の問題をめぐって多大な恣意性
が介入しうる余地があり，公表貸借対照表上の数字と現実の企業の実態と
の乖離は，以前にもまして著しく増大しうる可能性があるわけである．こ
うした動態的な損益計算原理が，過大償却を中心とした極端で意識的な貸
借対照表非真実実務の広範な普及を背景として相対的な貸借対照表真実性
の理論が浸透してゆく過程の中から形成されてきたということは，まさに
独占の生成期より確立期におけるドイッ経済の現実的な要求に深く根ざし
たものであるといえるであろう．そしてR．ブイッシャーが商人の会計的
慣行の尊重という「存在論的な立場」から出発して，簿記を基本とした貸
借対照表という論理を展開するとき，その現実的な意義の一つもまた，こ
のような会計的な効果をもつ新しい理論の構築に先鞭をつけたという点に
求められるであろう．かれがつぎのようにいうとき，われわれはそこから，
たとえ相対的な意味であっても財産・価値の概念や真実性という理念が，
もはやかれの所説においてはなんらの現実的な役割も果していないことを
窺い知ることができる．
　「使用財の問題は貸借対照表が一般的な問題として示すところのあらゆ
る経済的な問題のなかでももっとも重要かつもっとも興味ある問題でありp．
われわれは一たび減価償却問題を把握した人は総じて貸借対照表制度の本
質を把握したのであると主張しうる．しかしこのことは，素人が商人の営
業財産を商人の眼でみることができるときにはじめて可能である．……商
人でない人々は使用財の場合にはこれまでつねに絶対的な意味をもった価
値をみるように慣らされてきたということによって，かれにとって経験上
困難なことは，商人的な観点からはたんに相対的な意味をもった価値とし
てこれを認め，しかも最終的にはそのような価値としても認めず，ただ漸
次にみずからを消耗してゆく費用としてのみこれを認めることである．」40＞
　　　　　　　　　　　　　コ　ス　ト
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　すでにみたように，使用価値説批判＝「減価償却とは何でないか」とい
う問題の解明においては，　「貸借対照表の回顧的目的成果計算」の問題が
伏線となり，　「使用能力の減少は減価償却の直接的な原因ではない」とい
う命題の証明に力点がおかれた．これに対してこのような使用価値説批判
を基礎として新たに展開される自説；「減価償却とは何か」という問題に
おいては，「回顧的成果計算における予見的要素」にかんする原理的な考
察を基礎として，「使用能力の減少は減価償却の間接的な原因にすぎない」
と命題を証明することに焦点がむけられる．
　わたくしはすでにR・ブイッシャーの予見的な要素の問題とそれに立脚
した減価償却観については，きわめて簡単ではあるが別稿41）で概観してい
るので，ここではそれにたち入ることはさけ，利益償却にかんするかれの
見解を一督することによってし，本稿を閉じることにしたい．註）
（註）　R．ブイツシャーのいう予見的な要素にかんする原理的な説明とそれを基
　礎とした減価償却論の大要は，つぎのように要約されるであろう．
　　（1）まずかれによれぽ，現実の貸借対照表作成実務には「回顧的な成果計算」
　としての貸借対照表によっては説明されえないような現象があるが，こうした
　現象とは何かが明らかにされなければならない．
　　かれによればこのような現象とは．かつて「回顧的な成果計算」としての貸
　借対照表を生成せしめた商人の会計的慣行が，その後さらに長年にわたる経験
　の集積を基礎として「予見的な要素」をそこに算入することによって生じた現
　象である42）．現実の経済現象は，過去と現在の問題のみならず将来発生する問
　題とも相互作用的・内面的な関係をもっている．商人が貸借対照表を作成する
　場合にはそれをある程度まで考慮に入れるので，そこには「将来問題になる特
　定の損失を現在の計算に計上しこの損失を予見する」43）という問題が含まれる
　ことになる．そこでかつて「回顧的成果計算」として成立した貸借対照表は現
　実的・具体的な問題としてはこの予見的な要素の支配をうけることになり，そ
　れに応じて貸借対照表の目的もおのずから変化せざるをえない．なるほど貸借
　対照表作成実務の慣習化は，正確な成果計算に対する要求に基づくものであっ
　た．しかしながら今日では貸借対照表の作成は成果計算それ自体を自己目的と
　するというよりは，むしろ「損失予見」という考量の下に営業財産を合理的に
　運用ずるための手段として行われるのである44）．予見的な要素は簿記体系の外
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部から介入してくるものであるが，かかる要素が介入すればこれにより簿記の
原価を基と礎する貸借対照表計数もまた修正されざるをえないことになる45）．
そしてまたこれにより財産目録の作成もその第一義的な目的から合理的な営業
管理をするために営業財産の量とその質について明らかにするという課題へと
変化する46）．
　（2）っぎにR．ブイッシャーは「損失予見」という考量が具体的にはどのよ
うな貸借対照表原則を生成せしめているかを問い，慎重の原則，損失一費用平
均の原則，自家保険の原則，流動性の原則などをあげる．
　かれによれば，まず慎重の原則とは決算貸借対照表を作成する場合将来の損
失を予想して現在計上することである．このため一般に「将来になってはじめ
て問題になる財産の減少分を合理的に処理せんとして現在の時点で先をみこし
て（これを）毎年比例配分的に負担」47）するという一つの商慣習が普及し定着
化しているが，それは「損失　　費用平均の原則」とよばれる．この原則は営
業財産を評価する場合一般に借方項目全盤にわたって適用される原則であり，
貸借対照表の作成がこの原則の支配をうけるということは，会計実務上広くみ
られる「典型的な現象」である48）．しかしながらこの原則それ自体は，いわば
一種の計算技術的・形式的な会計手続であるにすぎず，この原則を成立せしめ
ている一そう「本質的な契機」とは何かが問題とされなければならない．かれ
によれば，この「損失　　費用平均の原則」の成立に対して理論的な根拠を与
えるものは「自己保険」という思考なのである49）．
　さらにかれの説くところによれば，こうした慎重の原則・損失一費用平均
の原則・自己保険の原則が基本的にねらいとすることは，総利益（Rohgewinn）
から予見的な損失を控除しそれによって純利益（Reingewinn）の期間的な大ぎ
さを明確化することである．すなわちいう．
　「すべての商業部門に従事する人は，つぎのような考量によって支配される．
　一般に経営というものは，その経営方法に結びついている特定な損失をこう
むることがなければ，利潤の獲得は不可能であり，また利潤を獲得するという
ことは考えられない．……これらの損失はそれ自体としてはその発生の時点に
ょって個々の年度収益をまったく違ったものにしてしまうので，……合理的な
財産処置すなわち……利益の獲得に必然的に付随する財産の減少分が各年度の
成果計算において平均化される……ということを必要とする・
　これらの原則は一つの原則としてつぎのように定式化される．
　利益は将来確実に，ないしは一定の確率をもって営業財産に生じ，かつ営業
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経営の方法にもとついて（発生する）損失について比例配分的な分担額が年度
収益から控除された後にはじめて存在する．……この控除を行う以前には利益
は純利益ではなくて総利益である，」50）
　かれは総利益と純利益の区分の基準としてきわめて恣意的な要素たる予見的
な損失の算入の有無ということをあげているが，それはいかなる理由によるも
のであるか．
　かれによれば，合理的な財産管理として純利益と純利益を区別することは流
動性に対する配慮に帰因する．ここにいう流動性とは流動資産から短期債務と
経常的な支出の和を控除した営業財産の大きさであり，流動性の改善とはこの
差額をできるだけ増大するように営業財産を具体的に運用することを意味す
る．そして流動性への配慮から純利益と純利益の区別を明確化し，流動性を改
善しうるように営業財産を合理的に運用することは，配当政策上の要請によ
る．すなわちいう．
　「流動性が重要であるということは，……最速実例によって示される必要が
ある．営業に最初に着手した人が，その営業を急速に拡張することを考えて陥
込む典型的な破産といわゆる合併の形態で事前に行われる一そう多額な配当金
の支払のために株式会社の場合典型的に生ずる崩壊，それは．この一例を示
す．……株式会社の財産の流動性が一そう多額な配当金の配分によって弱化
し，その財産がもはやとりかえしのつかないような状態に陥込むと勧こは，整
理が行われなければならない．」51）．
　　「営業財産の流動性は営業を拡張しようとする傾向によって弱化するもので
あり，また利潤の引出は流動性によって規定された範囲内で変動すべきである
ので，すべての商人は流動性の基準に違反することによって危険におびやかさ
れるが，かれらはこうした危険を予防しようという考えをもつであろう．そし
てかれらは，営業目的であれ個人的目的であれ，……できるだけ流動性に対す
る危険が排除されるようvこ……成果計算と記帳を行う．」52）
　（2）それではこのような予見的な要素の介入によって流動性の原則の支配を
うける貸借対照表においては，設備財の評価とはいかなるものとして説明され
るか．
　R．ブイッシャーによれば，同一の経済目的のために費した支出は，たとえ
その支出の効果が数期間に及ぶものであるとしても，すべて終局的には「営業
上の費用」として認識されるぺきはずのものである53）．設備財はその取得年度
においては取得価格をもって貸借対照表に計上されるが，その支出の効果は数
年にわたるものであり，廃棄の年度に到るまですえおかれることになる．した
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がってその費用化の認識は廃棄の時点を倹たなければならないが，その便益に
よって毎年収益がもたらされると考えられるので，一括的に費用化されるべき
分を各年度に割当てて負担の均衝をはかり，獲得された収益とその獲得に要す
る費用との対照が行われなければならない．すなわちいう．
　「（使用財は）その調達のために支出した金額形態としてはその期間中そのま
ま存続する．そこで工場主は，費用負担について各年度計算の上で明白にみら
れる不均衡を除去し，その費用を各年度に均等額で負担させ，それを年次計算
書に損失として計上するように努めるであろう．」54）
　「それ故に使用財に対する減価償却の問題は何らかの評価原理によって説明
されるべきものではなくて，……合理的な財務措置によって説明されるべきで
ある．商人がこの取得原価について（生ずる）損失をその利用期間の各年度に
わたって減価償却という形で配分することがなければ，かれはその事物に投下
したすべての金額をまさしく最後にすなわちそれを企業外に廃棄した後に財産
の減少としてその年度の成果計算に計上するはずである．それにより唯一年度
のみがその損失を負担することになり，一方これに対してそれ以前のすべての
年度は，その事物のもたらす便益にあずかり，これに対応して損失をこうむる
ということはないはずである．……この場合利用による便益をうける各年度が
その反対給付として使用財に結合している損失の一部をひきうける　　その損
失は実際には将来になって財産がもはや使用不可能なものとなり，営業財産か
らとりのぞかれることによってはじめて生ずる損失であるが一一という思考が
生まれる．」55）
　「そこで使用財にかんしては最後の年度の負担を軽減し多年度に負担させ，
各年度の計算をつぎのような一つの原則に基づいて行うことは正当かつ妥当で
あろう。
　すなわちこの原則は，使用財が後になってつまりそれが営業外に廃棄される
年度になってはじめて実際に発生する損失の割当額がカヴァーされることがな
げれば，純利益のことを口にすることはできないという原則である．この原則
は，実際には簿記及び貸借対照表の実務においては損失割当額を年度収益と当
該設備勘定より控除することによって行われる．」56）
　こうしてかれは減価償却実務を損失　　費用平均の原則によって説明し，原
価の期間的な配分にかかわる問題として認識し，使用能力の減少が減価償却の
原因となるにせよ，それは使用価値説論者のとくように直接的な意味をもつも
のではなくて簡接的な意味をもつにすぎないと結論するにいたる．
　（なおこの問題については拙稿「ブイツシャー学説の素描」においてふれて
　　いる．）
　R．ブイツシャーは「回顧的な成果計算における予見的な要素」の中で
損失予見に対する配慮という企業の経営財務政策上の立場から設備財の評
価問題をまず損失一費用平均の原則によって計算形式的に解明し，減価償
却はこの原則に立却した原価の期間的な配分にかかわる問題であるとみな
した．しかしながらかれによれば，この損失一費用平均の原則によっても
必ずしも十分に説明しえないような減価償却現象例えば利益償却がみられ
るのであり，このような現象はどのように説明されるべきであるか．
　かれによれば，減価償却における損失一i費用平均の原則は，それ自体と
しては原価を期間的に均等に配分するための計算形式上の手続である．し
かしながらこの原則は実質的には投下資本回収手続としての意味をもちう
る．すなわち損失一費用平均の原則を成立せしめている根拠は損失に対す
る予見であり，減価償却は設備財の廃棄時に資産を新たに取替える場合資
金の硬直化をさけるため行われるのであり，流動性の維持とその改善を目
的として，設備財への資本投下額を廃棄年度にまで除々に回収し，これを
蓄積することをそのねらいとしているからである．そこで損失一費用平均
の原則はそれ自体としてはきわめて「簿記論的に限定された」57）技術的な
計算原則でありながら，実質的には「経済的慎重性の計算技術への貝現」58）
として深い意味を含むことになる．そして損失一費用平均の原則の基底を
支える流動性という見地からすれば，利益償却のような減価償却現象もま
た十分説明することが可能であり，それをもって必ずしも損失一費用平均
の原則に対する背反として不当なものとみなすにはあたらない．すなわち
いう．
　　「われわれは取得原価から残存価値分だけを控除した部分を想定使用年
数をもって割算することによって，正規の減価償却額をうるのであるが，
実務ではこうした減価償却額からの乖離がしぼしぼ注目されるのである．
この種の乖離の一つの方法は，収益の一そう高い年度では平均値よりも多
額に，また収益の一そう低い年度では平均値よりも少額に減価償却が行わ
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れるような場合である．しかしながらこうした場合には減価償却原理に対
する違反ということはみられないのであり，まさしくこの原理の本来の意
味にそった適用がみられるのである．減価償却が生ずるのは取得原価を各
期間に適当に配分するということによるということを知っているならば，
無差別に各年度に対してつねに同一額をまったく公式的に計算するよりも，
（営業成績の）良好な年度に対しては一そう多額の損失額を負担させるこ
とによって，この種の考え方は一そう正当化されるべきである．」59）
　「（そこで）われわれがそれを（＝適当な費用平均という思考）を一般
的に特徴ずけようとすれぽ，経済的な配慮にもとずく一帰結であると名ず
けることができる．それは商人が財産目録と貸借対照表を作成する場合将
来をみこして，そこから後にもどってこの現在において損失を，しかも本
来的には将来に属すべきはずの損失をさきに負担する場合にみられる，将
来に対する配慮である．」60）
　こうしてR．ブイツシャーは，損失一費用平均の原則をそれ自体として
は計算技術上の原則にしかすぎないものとみなしつつも，流動性への配慮
という思考を基礎としてそれに実質的な意味を賦与することによって利益
償却を正当化し，利益償却をもって秘密積立金の形成につながるという理
由でこれを非難するにはあたらないと説くのである．
　R．ブイツシャーのこうした減価償却論の具体的な内容にもっとたち入
って詳細に批判的に検討することは，今後の研究にまちたい．
1）　この問題については拙稿「ジモンの主観的価値説」　（明大商学論叢第49巻
　第7号．），「ドイツにおける貸借対照表動的思考の生成にかんする一考察，一
　とくに設備財評価の問題を中心として一」　（明治大学社会科学研究所紀要
　第8集）にふれていたので，ここではその詳細については割愛する．
2）　木村和三郎「新版　減価償却論」（昭和40年．森山書店），196頁．
3）　H．v．　Simon，　Die　Biianzen　der　Aktiengesellschaften　und　der　Kommanditgesell－
　schaften　auf　Aktien，3．　Aufl．，1899，　s．293～300．
　　E．　Schmalenbach，4．　Aufl．，　s．350ff．（この箇処はE．シュマーレンバッハの
　貸借対照表法にかんする研究である．）　　　　　　　　　　・
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4）　この間題の詳細は上掲拙稿「ジモンの主観的価値説」を参照．
5）　山下勝治「貸借対照表論」（昭和42年．中央経済社），第二編，財産貸借対
　照表観の生成・発展，117頁より188頁，同「会計の論理・商法の論理」　（昭
　和36年中央経済社．）
6）宮上一男「工業会計制度の研究」（昭和27年．1」」川出版社），第三章損益
　計算制度の分化，213頁より271頁．
7）　この問題についてはすでに拙稿「1897年のドイツ商法における評価規定をめ
　ぐって」（明治大学短期大学紀要，11号．），rv．ノイカンプの過少評価合法論」
　（同，13号．）でとりあげたので，その詳細はここでは割愛した．
8）　R．Fischer，　Vber　die　Grundlagen　der　Bilanzwerte，1908，　s．38．
9）　R．Fischer，　a．a．0．，s．39～40，
10）R．Fischer，　a．a．0．，s．38．
11）R．Fischer，　a．a．0っs．39．
12）R．Fischer，　a．a．O．，s．41．
13）R．Fischer，　a．a．0．，s．39．
14）H．・v．ジモンの所説については幾度かとりあげ，その中で参考文献もあげて
　いるので，この問題については本稿ではジモソの主著からの直接的な引用以外
　参考文献名は全部省いた．
15）H．v．　Simon，　a．a．O．，s．298～300．
16）H．v．　Simon，　Die　Biianzen，　L　aufl．，1886，　s．200，3．　Aufl．，　s．389．
17）H．v．　Simon，　Die　Biianzen．3．　Aufl．，　s．
18）及び19）H．v．　Simon，　a．a．O・，s．408・
20）R．Fischer，　a．a．O．，s．50．
21）R．Fischer，　a．a．0．，s．54・．
22）R．Fischer，　a．a．0．）s．51．
23）R．Fischer，　a、a．O．，s．5．
24）R．Fischer，　aa．0．，s．5．
25）　R．Fischer，　a．a．O．，s．50．
26）R．Fischer，　a．a．0．，s．52．
27）R．Fischer，　a．a．0．，s．52．
28）R．Fischer，　a．a．O．，s．52．
29）R．Fischer，　a．a．O．s．52．
30）　R．Fischer，　aa．O．，s．5．
31）R．Fischer，　a．a．0．，s．52～53．
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32）R．Fischer，　a．a．0．，s．52・
33）R．Fischer，　a．a．O．，s．53．
34）例えばE・Walbはzur　Dogmengeschichte　der　Bilanz　von　1861／1919のs．49
　中で，R・ブイッシャーのこうした所説の長所としてつぎの三点をあげている．
　第一にR・フィツシャーは貸借対照表の第一次目的（すなわち成果計算目的）を
　強く主張し無用の価値論を一掃し，それに代って調達価格に妥当性を認めたこ
　と，第二にかれにより費用配分と費用平均の原則がはじめて定式化されたこと，
　第三に将来の処置に対する指標として貸借対照表が意義をもつことが同じく
　はじめて説かれたということ，これである．また現代の貸借対照表論老K．
　Barthもその著「ドイツ貸借対照法の発展」（Die　Entaricklung　des　Dutschen
　Bilanzrechts，　Bd・L1953）s・199の中でつぎのようにのべている．第一にR．
　ブイッシャーは貸借対照表との関連で流動性の問題を提出した第一人者であり，
　第二に貸借対照表上の経過項目を理論的に把握し，とくに設備財の減価償却を
　成果平均という思考の下に体系的に把握し，第三にかれは改正ドイツ商法31条
　の評価の一般原則が客観的売却価値を規定したのは普通ドイツ商法の形成史の
　誤謬によるためであるとし，その無効性を商慣習法によって是認し，調達原価
　による株式法の評価規定の一般的な妥当性を是認したこと，これである．
　　またわが国では例えば馬場克三教授は著名な「減価償却論」（8版43年．千
　倉書房）の中でつぎのようにのべておられる．すなわち「要するに，ブイツシ
　ャーの減価償却論は，（1）当時の支配的な見解であった使用価値と減価償却との
　結び付きを否定した点において，②減価償却の損費的性質を主張した点にお
　いて，（3）使用財産の帳簿価値はその財産に現に投下されてい営業資本部分を
　示すものに外ならないとるした点において，極めてすぐれた見解であった．」
　（同170頁，）
　　また木村和三郎教授も「新版減価償却論」（昭和40年．森山書店）の中でつ
　ぎのようにいわれる．すなわち「ブイツシャーが，貸借対照表，すなわち年度決
　算を損益計算と解し，原価（コスト）の期間的分割……の理論を損益計算の基
　礎支柱においていることは，減価償却の難問題を一挙に解決し去ったことにも
　なる．主観価値説における固定資産の評価と，減価償却実践との間隔および分
　裂を矛盾なく解決し去った．」（同217頁．）
35）これらの問題については津守常弘教授の下記の一連の労作を参照．「ドイツ
　静態論と秘密積立金」（立命館経営学，第3巻・第2，3号），「ドイツ独占確立
　期における自己金融と決算政策」（1）・（2）（経済学論集第88巻・第5及び6号），
　「ドィッ独占資本主義と秘密積立金政策」（立命館経営学，第3巻・第2号．）
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36）宮上一男「企業会計の理論」（昭和40年，森山書店），7頁。
37）拙稿「ドイッにおける貸借対照表動的思考の生成にかんする一考察，一と
　くに設備財評価の問題を中心として一」
38）上野道輔「貸借対照表論　上巻」（昭和32年．有斐閣），第十一章．
39）R．Fische；，　Uber　die　Grundlagen　der　Bilanzwerte，　s．63．
40）R．Fischer，　a．a．0．，s．60．
41）「ブイツシャー学説素描」（明治大学短期大学紀要，14号．）
42）R．Fischer，　a．a．0．，s．39．
43）R．Fischer，　a．a．0，，s．54．
44）RFischer，　a．a．0．，s．43．
45）　R．Fischer，　a．a．0．，s．44．
46）R．Fischer，　a．a．O．，s．43．
47）　R．Fischer，　a．a．0．，s．70．
48）R．F量scher，　a．a．O．，s．69．
49）R．Fischer，　a．a．0．，s．70．
50）R．Fischer，　a．a．0りs．73～74．
51）R，Fischer，　a．a．0．，s．
52）R．Fischer，　a．a．O．，s．
53）R．Fischer，　a．a．O．，s．
54）R．Fischer，　a．alO．，s．56．
55）　R．Fischer，　a．a．0．，s．57．
56）R．Fischer，　a．a．O．，s．57～58．
57）W．Osbahr，　Die　Bilanz　von　Standpunkt　der　Unternehmung，　2．　Aufl．，1919．
　s．66ff．
58）飯野利夫，前掲論文「ブイツシャー学説の展望」，46頁．
59）R．Fischer，　Uber　die　Grundlagen　der　Bilanzwerte，　s．62．
60）R．Fischer，　a．a．O．，s．64．
61）利益償却にかんするR・ブイツシャーの所説を第一主著「貸借対照表価値論i
　によって若干補足説明しておきたい．
　　かれはこの著作にの中で「通常の配分方法からの乖離であっても，それがそ
　れ以外の点で秩序ある営業管理に適合するものであるとすれば，この乖離によ
　って不都合は生じない」（Die　Bilanzwerte，　s．74・）とのべ，営業成績が不良で
　利益も少額で配当をするのが困難な状況であれば，減価償却を必要とせずとい
　う見解を示している．その理由は，単なる「算術的な平均の原則によって収益
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のあがらなかった年度でも将来の損失を負担しなければならないとは考えられ
ないからであり，かえってそれどころか流動性を維持するためにはこの損失を
次年度以降に負担させる方がのぞましいからである．これに対して収益の多額
な年度により多額な減価償却をしたとしても，それが秘密積立を金の形成につ
うずるという理由で非難するにはあたらない．利益の過少な年度に対応される
べき損失がそれと相殺されるからである．」（Die　Bilanzwerte，　S．75，）
